
「レジリエントファミリーエンタープライズ」シリーズ

あなたのファミリービジネス：
視野の果てを見据えたプランニング
公開会社が四半期という観点で物事を考える
一方、ファミリービジネスは世代という観点で
物事を考えると言われています。2030年のこ
とを考え始めるのは早すぎるでしょうか。
2040年のことはどうでしょうか。あなたのファ
ミリービジネスが時代に即した存在であり続
けることに目を向けているのであれば、早すぎ
るとは言えません。企業が新型コロナウイル
ス感染症（COVID-19）の世界的流行からの
回復に努めるにつれて、「暫定的なノーマル」
から、レジリエンスやアジリティを活用する「よ
り良いノーマル」へと注目が移り始めるでしょ
う。

10～20年後に振り返った時、視界の果てに
まで及ぶ長期的な視点に基づいた今日の意
思決定が成功要因となった企業を指摘するこ
とができるかもしれません。多くの企業が
2021年まで持ちこたえることに尽力している
年に、ファミリービジネスのリーダーにそのよ
うな長期的なプランニングを考慮するよう促す
ことは不必要だと思えるかもしれません。

しかし、ファミリービジネスは、前途を見据え、
新商品を発売し、企業の社会的責任を重要視
し続けることで、ファミリービジネス以外の企
業よりも高い割合で、昨今の景気後退を乗り
越えてきました1。

狭い視野がもたらすもの
大きな注意を払ったり、多額の資金を投入し
たりするには、将来はあまりにも不確実で予
測不可能であるという主張をもとに、遠い将
来のことを考えるのに反対する人もいるかも
しれません。不確実性の程度は毎年変動する
かもしれませんが、それは絶えず存在し、逃れ
られないものです。長期的な思考を放棄する
組織はリスクを覚悟する必要があります。

パンデミックの間、特定の業界で比較的好調
な業績をみせた企業もありますが、今日の功
績が明日の成功になると考えないほうがよい
でしょう。彼らはノーマルな状態に戻る準備が
充分にできていると感じているかもしれませ
ん。しかし、彼らの取り組みが英雄的であった
としても、彼らが乗り出そうとしている競争環

境や経営情勢は様変わりしている可能性があ
ります。仕事の本質、様々な形態のエンゲー
ジメントのオンライン化、または消費者選好の
優先事項の多様化にしても、「ノーマル」は二
度と戻ってこないかもしれず、企業は自社のビ
ジネスモデルを修正したり、完全に再検討す
る必要に迫られています。

今ほど不確実性が高くない時でも、ファミリー
ビジネスは狭い視野でプランニングを行う傾
向があります。概して、多くのファミリービジネ
スのリーダーは将来への備えに自信をのぞか
せていますが、彼らの時間の大部分がどこに
費やされているかを考慮すると、その多くは過
信であるかもしれない、と私たちの調査は指
摘しています。

>



これらの阻害要因はすべて、現時点または来
年の今頃でも浮かび上がってはいないかもし
れませんが、今後何年かの間に表面化するか
もしれない破壊の源泉にファミリービジネス
をさらす可能性があります。

Deloitte Privateの「グローバルファミリービ
ジネス調査2019」では、回答者の半数以上
がこれからの20年間の課題に対応するため
の正しい戦略を有していると考えていましたが、
3/4以上が5年先以降の計画を立てていない
と述べました2。

これらの阻害要因はすべて、現時点または来
年の今頃でも浮かび上がってはいないかもし
れませんが、今後何年かの間に表面化するか
もしれない破壊の源泉にファミリービジネスを
さらす可能性があります。私たちが2020年か
ら学ぶことがあったとすれば、不測の出来事、
いわゆる「ブラックスワン」は存在し、最高の
計画にさえも大混乱をもたらす可能性がある
ということです。

視野を広げる
より長期的な視点を持ち、短期的な意思決定
に適用することは、数十年間にわたってテクノ
ロジー大手企業によって主張されてきました。
「ズームアウトからズームイン」アプローチは、
1～5年という期間にほとんど注意を払わない
ことから、多くの企業にとって従来との明確な
決別を意味します。1～5年の代わりに、まず
10～20年の期間を発端に、ビジネスリーダー
は自分の業界や関連市場がどのようになって
いるか、そして自分たちはその環境で成功する
ために企業として何をする必要があるかを評
価します。

そして、その将来に向けた動きを加速させるた
めに、今後1年間で追及すべき構想を2～3つ
選ぶことで、その評価を現在に位置付けます3。

このアプローチは、ファミリービジネスに特に
適しています。私たちは、世界的なファミリー
ビジネスへのサービス提供の中から、その多く
が目的主導型であり、コロナ禍中で、顧客や
コミュニティを手助けすることに目を向け、そ
の傾向を強めてきたと理解しています。また、
ファミリービジネスのリーダーは、その地位に
長くとどまる傾向があり、ファミリービジネス
以外の企業の平均在任期間を大きく超えてい
ます。これは、ファミリービジネス組織では、
リーダーおよびその後継者が支出の優先度を
その結末まで見届ける可能性がはるかに高い
ことを意味しています。

しかし、プランニングプロセスの定型化が行わ
れない限り、そのようなことが起きる可能性は
低いでしょう。一般的に、企業が年次オフサイ
トミーティングを開くことがあっても、いったん
仕事に戻れば、そこでの自由な意見交換が具
体的な行動に結びつかないかもしれません。
しかし、ズームアウトからズームインすると、能
力形成にスケジュールが組まれ、計画通りに
進捗しているかを周期的に測る指標に沿って、
実際のリソースが選ばれた構想に向けて配置
されます。

COVID-19によって引き起こされたどの変化
が永続するかについて、多くの企業が熟考して
いることは間違いありません。しかし、各組織
がどのようにこれらの変化をサポートし、連携
しているかを追跡するプロセスがなければ、
事業の様々な部門が様々な方向に引っ張り、
あるいは全く牽引しないというリスクが生じま
す。かつては理論上だったものを行動可能な
ものにすることで、この新しい代替的アプロー
チは、短期的思考や、戦略の変更がそれほど

重大な結果をもたらさないかもしれない5年
間という狭い視野への依存から経営層を抜け
出させる傾向があります。

次世代リーダーの関心を引く
このような方法で視野を広げることでファミ
リービジネスが受ける、重要で関連深い利点
は、若い世代を意思決定層に引き込むことで
す。世界中で、多くのファミリービジネスが第
3世代、時には第2世代を超えて生き残ること
に苦戦していることが分かっています。この原
因の一端に、定型的なプランニングの欠如が
あります。私たちの最新の「グローバルファミ
リービジネス調査」では、サクセッションプラン
ニングに関して、将来への備えができていると
述べたのは回答者の41％にとどまりました4。

若い世代の家族の多くは、心を躍らせるよう
な自身の成長の道を見いだせず、ファミリービ
ジネスの中に敷かれたキャリアパスから外れ
られないことに対する懸念を抱いています。
ズームアウト・ズームインを戦略的プランニン
グのフレームワークに適用する中で、ビジネス
リーダーは、「どのように次の世代のためにと
ても大事なことの準備を整えるか」といった重
要な疑問を問い始めます。彼らの家族内後継
者の候補が特定された短期的な構想のどれ
かの責任者であったり、そうでなくとも極めて
重要な役割を果たしたりしているかもしれま
せん。

その上、若い世代は、自分たちの市場の状態
や、それらがどこに向かいつつあるかに関する
長年の見方に疑問を投げかけ、その過程に挑
戦者として関与する機会を有しています。
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これにより、会社での彼らの価値は、最適な
条件が実体化するかもしれない将来に押しや
られるのではなく、今日的なものへと飛躍を
遂げます。これらの洞察は、過去の成功要因
が将来でも引き続き成功要因となるという考
えに新鮮な疑問を投げかけ、企業リーダーを
コンフォートゾーンから押し出す可能性を秘め
ています。

機会としてのCOVID-19
パンデミックは、世界中のファミリービジネス
に難題をもたらしていると同時に、彼らのレガ
シーが確実に持ちこたえるためのさらなる触
媒としての役割も果たすかもしれません。この

危機によって、本年の計画期間は劇的に短縮
された一方、これらの企業にはもうすぐ、目先
より先のことを考え始めるゆとりができるかも
しれません。彼らの視線の矛先が遠ければ遠
いほどよいというのが我々の見解です。各自
の業界および市場を長期的な視点で見ること
ができるファミリービジネスがまた、20年後
も繁栄し続けている企業となるでしょう。
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